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2024 年 日本経済は「大きな転換期・変革期」の時代に ! ! 
 

力量が問われる、試される「格差の時代」へ 
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この度の令和 6 年 1 月 1 日に起きた「能登半島地震」により、被災された皆様に心よりお見舞

い申し上げますとともに、皆様の安全と被災地の一日も早い復興を心よりお祈り申し上げます。 

この悲しいニュースを私自身、書斎で見ていてふと脳裏をよぎったのが、日本の「三大随筆」で

ある方丈記（鴨長明）にある 1177 年から 1185 年の約 10 年間のあいだに続いた５大災害です。こ

の現代と全く同じような状況は、人としての“無常観”さえ思い起こします。 
 

2024 年 日本経済は「大きな転換期・変革期」へ突入 ! 賃金と物価の好循環を ! ! 
 

予期せぬ自然災害や異常気象、コロナウイルスなどのパンデミック、又地政学的にはロシアに

よるウクライナ侵攻、更にはパレスチナ・イスラエル戦争、それに伴うインフレや円安など我々

を取り巻く環境は不確実性が渦巻いています。又昨年の暮れにはスエズ運河の航行見合わせ、高

圧ケーブルの減少等、またいつ何時ウッドショックが起きてもおかしくない状況が続いています。 
 
このような中、こうした激動の時代を迎え、私が思うに何か「大きな転換期・変革期」の時代

に突入、潮目が変わったかのように思います。1990 年 バブル崩壊以降、日本の経済は、「デフレ

経済」へと陥り、「失われた 30 年」と言われる時代が続いてきました。今では国力も落ち、少子

高齢化に陥り、低金利時代、そしていわゆるゼロ金利時代ともいわれるマイナス金利時代が続い

ています。しかし最近になって日銀がとうとう政策転換に踏み切る姿勢を見せ始めており、ゼロ

近辺に張り付いていた金融政策が金利上昇へと舵を切る方向に入ってきたと思われます。只、世

界的なインフレ傾向の影響により、日本でもさまざまなモノやサービスの値段は上がり始めてい

ますが、長引いたデフレによる低価格競争の体質は未だ色濃く残っています。本当の意味での「デ

フレ終焉」を迎えるためには、賃金の上昇が必要不可欠であり、次世代の人達の為にも、何があ

っても我々の力で「賃金と物価の好循環」の社会を創り上げるしかありません。 
 

各自の力量が問われる、試される「格差の時代」へ 
 

そのためにも、我々の業界においては、物流と建設業界の働き方改革、「2024 年問題」（時間外

労働の上限規制が適用）の推進を進めていかなければなりません。そのためには、働き方改革の

基本政策として、➀生産性の向上と効率化、➁多様な人材活用、➂リスク対応力の強化（BCP）の

３つの推進が挙げられます。特に我々の業界は他の業界に比べ、遅れをとっているのが現実で、

今後ますます労働力不足（現在 130 万人 ⇒ 2023 年 650 万人）が進む中、営業用トラックの輸送

能力が 2024 年の 14.2%から 2030 年には 34.1%へ不足する可能性があるなど“人手不足による人材

の確保”の面からもこれらをいかに実行するかがカギとなります。 
 
又、今後は伸びる市場の競争激化、縮小する市場の淘汰の加速など、二極化が進む「格差の時

代」となります。これからは各社、各自の力量が問われる、試される時代であり、“良い顧客をい

かに多く作るか”、“他社との差別化をいかに図るか”がより重要となります。 
 

最後になりますが、2024 年 1 月 1 日付の「日本経済新聞」の一面において、「昭和 99 年ニッポ

ン反転 “解き放て” 」と題して、次の言葉が掲載されています（右図参照）。 

「2024 年、日本は停滞から抜け出す好機にある。物価と賃金が上がれば凝り固まった社会は動き

出す。日本を世界第２位の経済大国に成長させた昭和のシステムは、99 年目となる時代に合わな

くなった。日本を古き良きから解き放ち、作り変える。経済の若返りに向け反転する。」と。当社

としましても、新たな価値創造へのイノベーション（変革）を起こす年とし、皆様と一丸となっ

て業界の好機としていきたい所存です。 
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2024 年 1 月 1 日付 日本経済新聞 『 昭和 99 年 ニッポン反転 “解き放て” 』より抜粋 


